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防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第 条の 第 項の規定

に基づき報告します。

原子力事業所の名称

及び場所

敦賀発電所

福井県敦賀市明神町１番地

防災訓練実施年月日 ２０２５年１２月１６日
２０２５年 ４月 １日～

２０２６年 ３月３１日

防災訓練のために想

定した原子力災害の

概要

敦賀発電所１号機：廃止措置中

地震の影響を受け、全交流電源が喪失

する原子力災害を想定

敦賀発電所２号機：第１８回定期検査中

地震の影響を受け、全交流電源喪失及

び使用済燃料ピットの漏えい発生によ

り、使用済燃料の冷却機能が喪失し、原

子力災害対策特別措置法第１５条事象に

至る原子力災害を想定

別紙２のとおり

防災訓練の項目 総合訓練 要素訓練

防災訓練の内容

（１）本部運営訓練
（２）通報連絡訓練
（３）発電所退避者誘導訓練
（４）原子力災害医療訓練
（５）全交流電源喪失対応訓練
（６）シビアアクシデント対策訓練
（７）原子力緊急事態支援組織対応訓練
（８）その他必要と認められる訓練

【発電所】
（１）本部運営訓練
（２）緊急時環境モニタリング訓練
（３）原子力災害医療訓練
（４）全交流電源喪失対応訓練

【本店】
（５）その他必要と認められる訓練

防災訓練の結果の概要 別紙１のとおり 別紙２のとおり

今後の原子力災害対

策に向けた改善点
別紙１のとおり 別紙２のとおり



防災訓練の結果の概要（総合訓練）

本訓練は、「敦賀発電所原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節」に基づき実施した。

１．訓練の確認項目

（１）訓練目的

本訓練は、敦賀発電所原子力事業者防災業務計画に基づき、原子力災害発生時において、発電所本

部、本店本部及び原子力事業所災害対策支援拠点等の各拠点が各々の役割を認識し連携することで、原

子力防災組織が有効に機能することの確認及び２０２４年度の訓練結果を踏まえた課題に対する改善事

項の有効性を確認することを目的とした。

また、本訓練では、同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練として、日本原子力研究開発機構

（以下、「ＪＡＥＡ」という。）ふげん及びもんじゅと連携した訓練を実施した。

（２）訓練目標及び主な検証項目

①多様な訓練（新たに実施すべき訓練や実施頻度の少ない訓練※ 等）を実施し、発電所本部の緊急時対

応能力の向上を図る。

※ 海水取水時における県道を跨ぐホース敷設での代替取水訓練

＜主な検証項目＞

ａ．地震発生の影響により、約４ｍの地盤隆起（海岸線後退）が発生したことを想定し、当該事象でも

取水可能な岸壁（水深６ｍ）より、海水利用型消防水利システムを用いた水源確保が実施できる。

【全交流電源喪失対応訓練（発電所）】

②隣接事業所同時発災を踏まえた情報連携及び事故収束活動ができること。

＜主な検証項目＞

ａ．発電所本部補助員は、ＪＡＥＡふげん及びもんじゅに事故状況（周辺環境放射線、ＥＡＬ等）を周

知することができる。

【本部運営訓練（発電所）】

ｂ．現場指揮者は、二次災害のリスクを考慮した消火戦略を立案することができる。また、消火戦略を

ＪＡＥＡふげんに共有し、連携して消火活動ができる。

【隣接事業所と連携した現場実動訓練（発電所）】

ｃ．本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した場合、ＪＡＥＡが発話中であっても緊急情報として直ち

に割り込んで発話できる。

【ＥＲＣ対応訓練（本店）】

③改善事項に対する改善策が有効に機能していること。

＜主な検証項目＞

ａ．水源確保の現場活動に係るチェックシートの充実化

水源確保指揮者は、現場作業を一時中断した際、再開時に設備状態確認が確実に実施できる。

【全交流電源喪失対応訓練（発電所）】

別紙１



ｂ．発電所支援活動に係る情報連携の円滑化

発電所庶務班は、支援要請内容及び支援要請に対する検討結果をＴＶ会議にて発話することで、関

係者へ一斉に情報共有できる。

【本部運営訓練（発電所）】

ｃ．使用済燃料ピット線量評価資料の充実化

本店ＥＲＣ対応班は、使用済燃料ピット（以下、「ＳＦＰ」という。）水位低下に伴う線量上昇と可

搬設備の現場作業の関係性について備付け資料を用いて説明できる。

【ＥＲＣ対応訓練（本店）】

ｄ．現地支援本部内の役割の見直し

現地支援本部の各班長は、それぞれの職務に専念し、マニュアルに基づく対応が確実に実施できる。

【現地支援本部運営訓練（立地・地域共生部）】

ｅ．ブリーフィング中断時における運用の明確化

発電所本部長は、作成した運用マニュアルに基づき、ブリーフィングの中断・継続を判断し、効果

的なブリーフィングが実施できる。

【本部運営訓練（発電所）】

ｆ．隣接事業所同時発災時にホットラインで収集すべき必要情報の明確化

発電所本部補助員は、作成したチェックシートに基づき、隣接事業所からの必要な情報収集が実施

できる。

【本部運営訓練（発電所）】

ｇ．記者会見対応習熟のための記者発表ガイドラインの作成

記者会見者は、ガイドラインに基づき、マスコミや一般の方が理解しやすい説明が実施できる。

【広報対応訓練（本店）】

ｈ．発電所情報の変化に対応するための地震発生情報の連携強化

発電所本部長は、地震が発生していることを本店本部へ報告できる。また、本店情報班副班長は、

地震発生によるプラント状況の変化に注目することを情報班及びＥＲＣ対応班へ周知できる。

【本部運営訓練（発電所）、本部運営訓練（本店）】

２．実施日時及び対象施設

（１）実施日時

２０２５年１２月１６日（火）１３：１５～１６：４５

（ＥＲＣとの連携は１３：１５～１６：０５）

（２）対象施設

敦賀発電所１号機及び２号機



３．実施体制、評価体制及び訓練参加人数

（１）実施体制

（２）評価体制

訓練参加者以外から評価者（発電所社員、本店社員及び他電力社員等）を選任し、発電所本部、本店

本部及び原子力事業所災害対策支援拠点等の活動における手順の検証や対応の実効性等について評価し

た。

また、訓練終了後には、訓練参加者、訓練評価者及び訓練コントローラにて振り返りを実施し、訓練

全体を通した気づき事項及び良好事例の集約を行い、改善点を抽出した。

※ 統合原子力防災ネットワーク接続

※ 原子力事業者防災業務計画に定める通報

※ 原子力事業者間協力協定に基づく協力要請

※ 原子力防災センターへ派遣、情報共有

敦賀発電所

災害対策本部

社 外

関係機関

（一部実施）

通報連絡

（一部実施）原子力規制庁ＥＲＣ

（緊急時対応センター）

※

本店総合災害対策本部

（原子力施設事態即応センター）

通報連絡（一部実施）※

美浜原子力緊急事態

支援センター

他の原子力事業者等

派遣

支援要請

協力要請※

原子力事業所災害対策支援拠点

（現地支援本部）

社外関係会社等

技術支援

情報連絡

支援要請

資機材支援

情報連絡
情報連絡

支援要請

情報連絡

技術支援

原子力防災センター

通報連絡（一部実施）※ ､※

※

情報共有

※



（３）訓練参加人数：２９７名

訓練参加者の内訳は以下のとおり。

訓練実施場所 訓練参加者数

敦賀発電所

１５０名

・訓練プレーヤ：社内１０８名※ 、社外１８名※

・コントローラ：社内１０名

・評 価 者：社内１２名、社外２名

本店総合災害対策本部

（原子力施設事態即応センター）

１０１名

・訓練プレーヤ：社内７８名、社外２名※

・コントローラ：社内４名

・評 価 者：社内７名、社外１名

・そ の 他※ ：社内４名、社外５名

原子力事業所災害対策支援拠点

（現地支援本部）

３５名

・訓練プレーヤ：社内２７名※ 、社外５名※

・コントローラ：社内２名

・評 価 者：社内１名

原子力防災センター

１１名

・訓練プレーヤ：社内９名※

・コントローラ：社内１名

・評 価 者：社内１名

※ 原子力防災センターへの派遣要員は除く

※ 発電所避難者誘導訓練参加者等

※ 覚書に基づく技術支援

※ 視察者、模擬記者及びＥＲＣリエゾンの通信補助者

※ 発電所及び現地支援本部からの派遣要員



４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要

今回の訓練は、平日の通常勤務時間帯に自然災害（地震）を起因事象とする原子力災害及びその他災害

の発生を想定した。

また、隣接するＪＡＥＡふげん及びもんじゅにおいても、原子力災害が発生することにより、複数事業

所での同時発災を想定した。

（１）プラント運転状況

敦賀発電所１号機：廃止措置中

敦賀発電所２号機：第１８回定期検査中（停止中）

（２）訓練想定

敦賀発電所１号機においては、地震（敦賀市震度６弱）の影響を受け、全交流電源が喪失する事象を

想定した。

敦賀発電所２号機においては、地震（敦賀市震度６弱）の影響を受け、隣接事業所との敷地境界付近

での火災、全交流電源喪失及びＳＦＰの漏えい発生により、使用済燃料の冷却機能が喪失し、原子力災

害対策特別措置法（以下、「原災法」という。）第１５条に該当する原子力災害が発生する事象を想定し

た。

（３）事象概要

時 刻
事 象

【敦賀発電所１号機】 【敦賀発電所２号機】

発災前 廃止措置中 第１８回定期検査中（停止中）

地震発生（敦賀市震度６弱、津波なし）

・５００ｋＶ送電線断線

・Ａ非常用ディーゼル発電機警報発報

・「ディーゼル消火ポンプ故障」警報発報

・ＳＦＰ（Ａ）ポンプ停止（電源喪失）

・ＳＦＰ水位低下開始

・負傷者発生（運転員１名）

【汚染傷病者対応】

・ＪＡＥＡふげんとの敷地境界付近で火災発生

・ＪＡＥＡふげんへの火災情報共有及び協力依頼実施

・明神寮裏手の道路で土砂崩れが発生（発電所へのアクセス

道路の一部制限）

・明神橋に亀裂（水路の地盤隆起）、２号機海水ポンプエリ

ア付近にて門型クレーンの倒壊を発見（構内アクセスルー

トの一部制限）

・「ＳＦＰピット注意」警報発報（水位低下継続）

・初期消火要員（自衛消防隊）出動



時 刻
事 象

【敦賀発電所１号機】 【敦賀発電所２号機】

【警戒事態該当事象発生後の経過連絡①】※

（第 報 ）

・若狭支援連携本部設置（ＪＡＥＡふげん、もんじゅとの連

絡体制確立）

・初期消火要員（自衛消防隊）とＪＡＥＡふげん（自衛消防

隊）にて連携した消火活動開始

・原子炉建屋地下１階 ＳＦＰ熱交換器室（ＳＦＰ（Ａ）冷

却器出口弁）より漏えいを確認（隔離不可、サイフォンブ

レイク不動作のためＳＦＰ水漏えい継続）

・水源確保要員出動

・水源確保要員注水準備（ホース展張）作業開始

【警戒事態該当事象発生後の経過連絡②】※

（第 報 ）

地震発生（敦賀市震度６弱、津波なし）

・２７５ｋＶ、７７ｋＶ送電線

断線（全交流電源喪失）

・燃料プール冷却浄化ポンプ

（Ａ）停止

・２７５ｋＶ、７７ｋＶ送電線断線（外部電源喪失）

・Ｂ非常用ディーゼル発電機自動起動後、即トリップ（全交

流電源喪失）

・高圧電源車遠隔起動不可

・ＳＦＰ漏えい量増加

・明神寮前道路で倒木が複数発生（重機での撤去が必要）に

より発電所へのアクセスが不可

・負傷者発生（初期消火要員１名）

【警戒事態該当事象発生後の経過連絡③】※

（第 報 ）

【警戒事態該当事象の発生①】※

：使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ

（ 判断 第 報 ）

【特定事象の発生①】※

：使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

（ 判断 第 報 ）

・ＳＦＰポンプ吐出配管ノズル下端（ＥＬ＋１．２０ｍ）まで

水位低下し、サイフォンブレイクによりＳＦＰ熱交換器室

（ＳＦＰ（Ａ）冷却器出口弁）からの漏えい停止

地震発生（敦賀市震度５弱、津波なし）

・ＳＦＰ検査ピットへの漏えい発生（ＳＦＰ検査ピットより

原子炉格納容器へのＳＦＰ水流出）

【原災法第 条報告①】※

（第 報 ）



時 刻
事 象

【敦賀発電所１号機】 【敦賀発電所２号機】

・「燃料移送仕切弁」の隔離完了（原子炉格納容器へのＳＦＰ

水流出停止）

・初期消火要員（自衛消防隊）とＪＡＥＡふげん（自衛消防

隊）による放水停止

・初期消火要員（自衛消防隊）による鎮圧確認

【特定事象の発生②】※

：使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出

（ 判断 第 報 ）

・ＳＦＰ水位（ＥＬ－０．４５ｍ）安定、漏えい停止

・スーパーラインホース接続金具の固着発生

【原災法第 条報告②】※

（第 報 ）

ＥＲＣとの連携終了（以降は、現場実動訓練を継続）

・スーパーラインホース接続金具の固着解消及び注水準備（ホ

ース展張）作業完了

・海水利用型消防水利システムのポンプ油圧ホースからの微

小油漏れ発生（継続使用可否の判断）

・ＳＦＰへの注水作業開始

訓練終了

※ 警戒事態該当事象発生連絡 ：第 報

※ 特定事象発生通報（原子炉施設）：第 、 報

※ 警戒事態該当事象発生後の経過連絡及び応急措置の概要（原子炉施設）：第 、 、 、 、 報



５．防災訓練の項目

総合訓練

６．防災訓練の内容

自然災害（地震）を起因事象とした原子力災害を想定し、原子力防災体制を発令するとともに、原子力

防災要員を非常招集し、原子力災害対策活動を実施した。

訓練の進行については、プラント情報表示システムとして、緊急時対策支援システム（以下、「ＥＲＳ

Ｓ」という。）の訓練モードを用いたプラントパラメータ情報及び訓練コントローラからの条件（状況）付

与により訓練を実施した。

なお、以下の項目について、「シナリオ非提示」にて実施した。

（１）本部運営訓練（発電所）

（２）通報連絡訓練（発電所）

（３）発電所退避者誘導訓練（発電所）

（４）原子力災害医療訓練（発電所、本店）

（５）全交流電源喪失対応訓練（発電所）

（６）シビアアクシデント対策訓練（発電所）

（７）原子力緊急事態支援組織対応訓練（発電所、本店）

（８）その他必要と認められる訓練

①原子力防災センター訓練（発電所、立地・地域共生部）

②本部運営訓練（本店）

③ＥＲＣ対応訓練（本店）

④原子力事業者間協力協定に基づく支援連携訓練（本店）

⑤広報対応訓練（本店）

⑥現地支援本部運営訓練（立地・地域共生部）

⑦隣接事業所と連携した現場実動訓練（発電所）



７．訓練結果の概要及び評価

（１）本部運営訓練（発電所）（１／２）

達成基準 結 果 評 価

発電所本部長は、要員招集を指示し、事象発生か

ら１０分以内に本部設置宣言ができる。

発電所本部は、事故・プラントの状況及び戦略の

進捗状況を把握できる。

発電所本部は、事故・プラントの状況から、進展

予測及び事故収束対応戦略の立案・決定ができ

る。

発電所本部は、事故・プラントの状況から、遅滞

なくＥＡＬを判断できる。

発電所本部は、事故・プラントの状況、進展予

測、事故収束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡ

Ｌ判断情報を本店本部へ提供できる。

発電所庶務班は、原電とＪＡＥＡふげんの敷地境

界付近で森林火災が発生し、隣接する事業所の設

備にも影響を及ぼす可能性を考慮し、消火活動の

協力をふげんへ依頼できる。

発電所本部長は、地震（敦賀市震度６弱）の発生に伴い、発

電所本部要員に対して、所内放送装置を用いて緊急時対策室

への招集を指示し、発電所本部要員が参集した後、発電所本

部の設置宣言をした。なお、要員招集指示から発電所本部設

置宣言までに要した時間は６分であった。

発電所本部は、各機能班からの報告及び情報共有ツール（Ｃ

ＯＰ※ 、チャット等）を活用し、事故・プラントの状況及び

戦略の進捗状況の把握を実施した。

発電所本部は、事故・プラント状況を踏まえ、戦略シートを

用いて進展予測及び事故収束対応戦略を立案し、本部内で確

認した上で戦略を決定した。

発電所本部は、発電長からの進言及び事故・プラント状況か

らＥＡＬ該当事象の確認及びＥＡＬ判断を実施した。

発電所本部は、本部内で共有した事故・プラント状況、進展

予測、事故収束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡＬ判断状

況をチャットシステム及びＴＶ会議を活用して本店本部へ情

報提供した。

発電所庶務班長は、ＪＡＥＡふげんとの敷地境界付近で発生

した森林火災について、火災がＪＡＥＡふげん設備に影響を

及ぼす可能性を考慮し、ＪＡＥＡふげんへ消火活動の協力を

依頼した。

発電所本部長は、「敦賀発電所 発電所対策本部等運営手

引書」に従い、緊急時対策室への招集確認、体制の確立及

び発電所本部設置宣言が遅滞なく実施できたことから、緊

急事態における行動が定着していると評価する。

発電所本部は、各機能班からの報告及び情報共有ツールを

活用し、事故・プラント状況及び戦略の把握ができたこと

から、事故・プラント状況及び戦略進捗を確実に把握する

能力を有していると評価する。

発電所本部は、事故・プラント状況を踏まえ、進展予測及

び事故収束対応戦略を立案、決定できたことから、戦略立

案・決定に係る対応が定着していると評価する。

発電所本部は、事故・プラント状況から遅滞なくＥＡＬを

判断できたことから、ＥＡＬ判断に係る対応が定着してい

ると評価する。

発電所本部は、事故・プラントの状況、進展予測、事故収

束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡＬ判断情報を本店本

部へ提供できたことから、本店本部との情報共有対応が定

着していると評価する。

発電所庶務班長は、敷地境界付近で発生した火災によりＪ

ＡＥＡふげんへ影響を与える可能性を考慮し、ＪＡＥＡふ

げんに対し消火活動の協力を要請できたことから、隣接事

業所との連絡対応が定着していると評価する。

※ 共通状況図（ ）



（１）本部運営訓練（発電所）（２／２）

達成基準 結 果 評 価

発電所本部補助員は、ＪＡＥＡふげん及びもんじゅに

事故状況（周辺環境放射線、ＥＡＬ等）を周知するこ

とができる。

【主な検証項目１．（２）②ａ】

発電所庶務班は、支援要請内容及び支援要請に対する

検討結果をＴＶ会議にて発話することで、関係者へ一

斉に情報共有できる。

【主な検証項目１．（２）③ｂ】

発電所本部長は、作成した運用マニュアルに基づき、

ブリーフィングの中断・継続を判断し、効果的なブリ

ーフィングが実施できる。

【主な検証項目１．（２）③ｅ】

発電所本部補助員は、作成したチェックシートに基づ

き、隣接事業所からの必要な情報収集が実施できる。

【主な検証項目１．（２）③ｆ】

発電所本部長は、地震が発生していることを本店本部

へ報告できる。

【主な検証項目１．（２）③ｈ】

発電所庶務班長及び戦略チームは、現場指揮者からの

進言を踏まえ、火災の延焼でＳＦＰ外部注水（水源確

保）に影響を与える可能性のある補助ボイラ燃料タン

クへの延焼を阻止する消火戦略を決定できる。

発電所本部補助員は、収集する情報を整理したチェックシ

ートを用いて、ＪＡＥＡふげん及びもんじゅへ周辺環境放

射線・ＥＡＬ発出有無等の事故状況を適宜周知した。

発電所庶務班長は、全交流電源喪失発生時に電源確保手段

が脆弱な状況下において、ＴＶ会議を通じて、他社電源車

の支援要請を本店へ依頼した。また、他社への支援要請結

果として、電源車の台数、仕様、到着予定時刻等について

ＴＶ会議で発話し、全社で共有した。

発電所本部長は、第２回ブリーフィング中に発生した緊急

情報（重篤な負傷者発生）を受け、ブリーフィングを中断

し、緊急情報の対応を優先するとともに、ブリーフィング

を再設定することを本部内に宣言した。

発電所本部補助員は、チェックシートを用いて、関西電

力美浜発電所、ＪＡＥＡふげん及びもんじゅの周辺環境放

射線・ＥＡＬの発出有無等の事故状況を収集し、敦賀発電

所への影響有無について本部内に共有した。

発電所本部長は、地震の発生について、ＴＶ会議により

全社へ共有した。

発電所庶務班長及び戦略チームは、火災の延焼によるＳ

ＦＰ外部注水（水源確保）への影響を考慮し、補助ボイラ

燃料タンクへの延焼を阻止する消火戦略を立案・決定し

た。

発電所本部補助員は、ＪＡＥＡふげん及びもんじゅへ事故

状況を周知できたことから、作成したチェックシートが有

効に機能していると評価する。

発電所庶務班長は、支援要請に係る情報フローに基づき、

他社への電源車支援要請依頼について、ＴＶ会議を通じて

効率的に支援要請に関係する要員全体に共有できたことか

ら、改善策が有効に機能していると評価する。

発電所本部長は、マニュアルに基づき、ブリーフィング中

の緊急情報の発生を受け、速やかにブリーフィングの中

断・再設定を宣言したことにより効果的なブリーフィング

が実施できたことから、作成した運用マニュアルが有効に

機能していると評価する。

発電所本部補助員は、チェックシートに基づき、隣接事

業所の事故状況について、必要な情報に抜けなく正確な情

報が収集できたことから、作成したチェックシートが有効

に機能していると評価する。

発電所本部長は、地震が発生したことを速やかに共有

し、プラント状況の変化に注目するよう促すことができた

ことから、改善策が有効に機能していると評価する。

発電所庶務班長及び戦略チームは、火災の延焼を考慮し

補助ボイラ燃料タンクへの延焼を阻止する戦略を立案・決

定できたことから、今回の想定事象における対応能力を有

しているものと評価する。



（２）通報連絡訓練（発電所）

達成基準 結 果 評 価

発電所情報班は、通報文に誤記、記載漏れが

なく通報文の発信ができる。なお、誤記があ

った場合は、訂正報が確実に行われている。

発電所情報班は、警戒事態該当事象発生連絡

及び特定事象発生通報（原子炉施設）は１５

分以内に通報できる。また、通報に伴う着信

確認ができる。

発電所情報班は、警戒事態該当事象発生後の

経過連絡及び応急措置の概要（原子炉施設）

は、３０分（基準）の間隔で報告できる。ま

た、報告に伴う着信確認ができる。

発電所情報班は、班内でダブルチェックを行い、通報文の誤記、記

載漏れがないことを確認して通報文の発信を行ったが、第６報に誤記

（特定事象の発生時刻の月日）があった。このため、訂正報（第９

報）の準備を実施していたが、訓練（外部連携）が終了したため、本

部への共有及び発信までには至らなかった。

発電所情報班は、警戒事態該当事象発生連絡及び特定事象発生通報

（原子炉施設）における通報文を作成し、ＦＡＸによる通報を実施し

た結果、ＥＡＬ判断から通報までに要した時間は最大で６分であっ

た。また、通報後に連絡先に対して着信確認を実施した。

発電所情報班は、警戒事態該当事象発生後の経過連絡及び応急措置

の概要（原子炉施設）を作成し、ＦＡＸによる報告を実施した結

果、警戒事態該当事象発生後の経過連絡及び応急措置の概要（原子

炉施設）の間隔は最大で３５分であった。また、報告後に連絡先に

対して着信確認を実施した。

発電所情報班は、「敦賀発電所 発電所対策本部等

職務手引書（情報班）」に従い、緊急時における通報文

等を作成し、以下の事項が実施できたことから通報連絡

対応が定着していると評価する。

ａ．警戒事態該当事象発生連絡及び特定事象発生通報（原

子炉施設）が目標時間内で実施できた

ｂ．警戒事態該当事象発生後の経過連絡及び応急措置の概

要（原子炉施設）が基準時間内で実施できた

ｃ．誤記に気づき、訂正報の準備を実施した

（ただし、訓練終了により本部共有及び訂正報発信まで

至らなかった）

ｄ．ＦＡＸ送信後、連絡先に対して着信確認を実施できた

ｅ．一斉同報ＦＡＸの通信不通に対し、代替手段を確保し

対応を継続できた

（３）発電所退避者誘導訓練（発電所）

達成基準 結 果 評 価

発電所庶務班は、「敦賀発電所 災害対策要

領」に従い、退避誘導ができる。

発電所庶務班は、退避者数及び退避状況を本

部内で情報共有できる。

発電所庶務班は、地震（敦賀市震度６弱）の発生を受け、発電所内の

災害対策活動に従事しない者に対して、所内放送装置を用いて発電所

構内退避時集合場所への一時避難の指示及び見学者を想定した協力会

社従業員５名に対し、安全確認を行った後、退避誘導を実施した。

発電所庶務班は、退避者数及び退避状況を適宜本部内で情報共有し

た。

発電所庶務班は、「敦賀発電所 災害対策要領」に従

い、発電所内の災害対策活動に従事しない者及び見学者

への退避誘導活動を実施するとともに、発電所本部に退

避者数・退避状況の情報共有ができたことから、退避者

誘導対応が定着していると評価する。



（４）原子力災害医療訓練（発電所、本店）

達成基準 結 果 評 価

発電所保健安全班は、負傷者情報を本店保健安全班

へ提供できる。

発電所保健安全班は、負傷状況に応じた応急処置及

び負傷者の搬出が実施できる。

本店保健安全班は、発電所から負傷者情報の収集・

整理ができる。

本店保健安全班は、（公財）原子力安全研究協会へ

オンサイト医療に係る医師の派遣要請ができる。

発電所保健安全班は、本部内での負傷者発生情報を受け、負

傷者情報を収集し、本店保健安全班へ情報共有した。

発電所保健安全班は、以下の通り対応した。

・１号機の負傷者（身体汚染あり）に対し、放射線管理班と連

携し、応急措置、除染対応及び管理区域から健康管理室まで

の搬出を実施した。

・２号機の負傷者（意識不明の重篤者）に対し、自衛消防隊と

連携し、応急措置、社用救急車による健康管理室までの搬出

を実施した。また、医療機関への搬送必要を判断し、本部へ

共有した。

本店保健安全班は、発電所からの負傷者情報を収集・整理

し、（公財）原子力安全研究協会に対して、プラント状況に

関する情報提供を行うとともに、オンサイト医療に係る医師

の派遣要請を実施した。

発電所保健安全班は、「敦賀発電所 災害対策要領」及び

「敦賀発電所 発電所対策本部等職務手引書（保健安全

班）」に従い、負傷者状況把握、負傷者状況に応じた応急

措置及び搬送の判断を実施するとともに、発電所本部及び

本店本部への負傷者情報提供ができたことから、応急処置

等の対応が定着していると評価する。

発電所保健安全班は、「敦賀発電所 災害対策要領」及び

「敦賀発電所 発電所対策本部等職務手引書（保健安全

班）」に従い、負傷者状況把握、負傷者状況に応じた応急

措置及び搬送の判断を実施した。また、発電所本部及び本

店本部への負傷者情報提供もできたことから、応急処置等

の対応が定着していると評価する。

本店保健安全班は、（公財）原子力安全研究協会への情

報提供及び医師の派遣要請を実施できたことから、（公

財）原子力安全研究協会と連携する体制が確立され対応が

定着していると評価する。



（５）全交流電源喪失対応訓練（発電所）（１／２）

達成基準 結 果 評 価

地震発生の影響により、約４ｍの地盤隆起（海岸

線後退）が発生したことを想定し、当該事象でも

取水可能な岸壁（水深６ｍ）より、海水利用型消

防水利システムを用いた水源確保が実施できる。

【主な検証項目１．（２）①ａ】

岸壁からの海水利用型消防水利システムを用いた水源確保

について対応できたが、作業完了予定時間内で作業が完了す

ることができなかった。なお、詳細は以下のとおり。

ａ．発電所庶務班長は、地盤隆起（海岸線後退）により１号

取水路から海水取水不可能との報告を受け、取水可能であ

る岸壁から海水利用型消防水利システムを用いて水源確保

することを２号統括に報告するとともに、水源確保指揮者

に対して戦略を共有・指示した。

ｂ．水源確保指揮者（要員）は、戦略に基づき、岸壁への海

水利用型消防水利システムの設置、ＳＦＰ送水口までのホ

ース展張及びＳＦＰへの注水（注水は模擬）作業を実施し

た。なお、ホース展張作業において、ＳＦＰ送水口への接

続のため、海水利用型消防水利システムのスーパーライン

ホースから消防用ホースへ切り替えを行う際、連結してい

るスーパーラインホースの接続金具の固着を確認したこと

から、スーパーラインホースを更に展張し、他の接続金具

を切り離して消防用ホースへ切り替えを行った。

ｃ．これにより、設定した作業完了予定時間に作業を完了で

きなかった。（以降、現場での訓練は継続し、予定時間の

約４０分超過で対応が完了した。）

スーパーラインホースの接続金具の固着により、設定した

作業完了予定時間で作業が完了しなかったことから、以下

の課題を抽出した。

・接続金具の固着発生に対し、海水利用型消防水利システム

のホース接続金具の管理・運用について改善を図る。

【９．（１）②海水利用型消防水利システムのホース接続金

具の固着防止に対する管理・運用の改善】

また、上記以外の課題がないかプレーヤへの聞き取り及び

対応状況の分析を実施した結果、現場と発電所本部間の連絡

対応についてギャップがあったことから、以下の課題を抽出

した。

・現場及び発電所本部間の連絡対応のギャップ（現場状況の

相互連絡、不具合発生時の報告対応）に対し、現場と発電

所本部間の連絡運用について改善を図る。

【９．（１）③現場及び発電所本部間の連絡対応に関する運

用の改善】



（５）全交流電源喪失対応訓練（発電所）（２／２）

達成基準 結 果 評 価

水源確保指揮者は、現場作業を一時中断した際、再開

時に設備状態確認が確実に実施できる。

【主な検証項目１．（２）③ａ】

発電所庶務班長は、火災による作業員への影響及び水

源確保活動による消火活動への影響を考慮し、２号機

海水ポンプエリアでのホース展張を設定し、水源確保

要員へ指示できる。

水源確保指揮者は、車両通行不可によりホース車での

展張が不可である状況を考慮し、手順書とは異なる位

置に資機材を配置しホースを展張することができる。

水源確保指揮者は、油漏れ発見に対し、海水利用型消

防水利システムを使用継続可能であることを判断でき

る。

発電所庶務班長は、海水利用型消防水利システムが使

用不可となっても速やかにＳＦＰへ注水できるよう、

代替手段の検討ができる。

水源確保指揮者は、岸壁にて海水利用型消防水利システ

ムの設置作業中に地震が発生した際、作業を一時中断し

た後、チェックシートに基づき、設備の状態確認を実施

し、問題ないことを確認した上で作業を再開した。

発電所庶務班長は、火災による作業員への影響及び水源

確保活動による消火活動への影響を考慮し、２号機海水

ポンプエリアでのホース展張を設定し、水源確保指揮者

へ指示した。

水源確保指揮者は、２号機海水ポンプエリアの車両通行

不可に対し、手順書とは異なる位置に多分岐金具を配置

することで、消防用ホースを用いて人力でホース展張を

行った。

水源確保指揮者は、海水利用型消防水利システムの起動

前確認中に発見した油漏れに対し、滴下量及び油残量か

ら使用継続可能であると判断した。

発電所庶務班長は、海水利用型消防水利システムの使用

に対し、油漏れ量が増加し使用不可となった場合でも速

やかにＳＦＰへ注水できるよう、代替手段を検討し、水

源確保指揮者へ指示した。

発電所庶務班長及び水源確保指揮者は、「敦賀発電

所 発電所対策本部等職務手引書（庶務班）」及び「敦賀

発電所 水源確保手順書」に従い、以下の事項が実施でき

たことから、今回の想定事象における対応能力を有してい

るものと評価する。

ａ．水源確保指揮者は、地震の発生に対し、一時中断後の作業

再開時の振る舞いを整理したチェックシートを活用し、確

実に設備の状態確認を実施することができた。

ｂ．発電所庶務班長は敷地内で発生した火災の影響及び水源確

保活動による消火活動への影響を考慮し、２号機海水ポン

プエリアでのホース展張を設定、水源確保指揮者へ指示す

ることができた。

ｃ．水源確保指揮者は２号機海水ポンプエリアが車両通行不可

であることに対し、徒歩による通行は可能であることか

ら、手順書と異なる位置に資機材を配置し人力にてホース

展張を行うことができた。

ｄ．水源確保指揮者は起動前確認中に発見した油漏れに対し、

漏えい量及び油の残量を確認の上、使用継続可能であると

判断した。

ｅ．発電所庶務班長は使用継続可能であるとの判断に対し、油

漏れ量が増加し使用不可となった場合でも速やかにＳＦＰ

へ注水が再開できるよう、代替の注水手段を検討し、水源

確保指揮者へ指示することができた。



（６）シビアアクシデント対策訓練（発電所）

達成基準 結 果 評 価

発電所戦略検討チームは、事故・プラントの状況か

ら、進展予測及びアクシデントマネジメント策の検討

（使用可能な設備・機能の把握、対策の有効性及び実

施可否の確認、判断）ができる。

発電所戦略検討チームは、使用可能な設備・機能を把握

し、関係する機能班からの提案※ も踏まえて、事故収束戦

略の立案（事象の進展予測含む）、対策の有効性及び実施

可否の確認・判断を実施して、本部内に共有した。

※ ：発電所庶務班は、ＳＦＰへの海水注水について海水利

用型消防水利システム以外の注水手段がなかったこと

から、ＥＡＬ該当前の時点でホース展張することを提

案した。

発電所戦略検討チームは、「敦賀発電所 発電所対策本部

等運営手引書」に従い、関係する機能班からの提案も踏ま

え、事象の進展に応じたアクシデントマネジメント策の検

討が問題なく実施できたことから、アクシデントマネジメ

ント策の検討対応が定着していると評価する。

（７）原子力緊急事態支援組織対応訓練（発電所、本店）

達成基準 結 果 評 価

発電所本部は、原災法第１０条事象発生に伴い、本店

本部へ原子力緊急事態支援組織の支援要請を依頼でき

る。

本店本部は、発電所本部からの要請を受け、遅滞なく

原子力緊急事態支援組織に支援要請できる。

発電所本部長は、原災法第１０条事象発生に伴い、速やか

に本店本部に対して原子力緊急事態支援組織の支援要請を

依頼した。

本店庶務班は、発電所本部からの支援要請依頼を受け、原

子力緊急事態支援組織に対して、プラント状況、後方支援

拠点設置場所等の情報提供を行うとともに、必要な資機

材・要員の派遣を要請した。

発電所本部長は、「敦賀発電所 発電所対策本部等運営手

引書」に従い、本店本部へ原子力緊急事態支援組織の支援

要請が実施できたことから、支援要請における対応が定着

していると評価する。

本店庶務班は、発電所本部からの要請を受けて、協定に従

い、プラント状況、後方支援拠点設置場所等の情報提供や

必要な資機材・要員の派遣要請を実施できたことから、原

子力緊急事態支援組織と連携する体制が確立され、出動要

請に係る対応が定着していると評価する。



（８）その他必要と認められる訓練

①原子力防災センター訓練（発電所、立地・地域共生部）

達成基準 結 果 評 価

事業者ブース要員は、情報共有ツール（ＣＯＰ、チャ

ット等）により発電所情報の収集ができる。

事業者ブース要員は、発電所情報をプラントチームに

提供できる。

事業者ブース要員は、プラントチームからの発電所状

況の問い合わせに対して、遅滞なく回答できる。

事業者ブース要員は、住民避難情報等を遅滞なく発電

所本部、本店本部及び現地支援本部と共有できる。

事業者ブース要員は、情報共有ツール及び発電所本部

要員（原子力防災センターとの情報連絡担当）との電話連

絡により、発電所情報の収集を実施し、収集した発電所情

報をプラントチームへ提供した。また、プラントチームか

らの発電所状況の問い合わせに対しては、都度発電所にも

確認し、遅滞なく回答を実施した。

事業者ブース要員は、住民避難情報等に関して、発電所本

部、本店本部及び現地支援本部の連絡担当へ電話連絡を行

い、情報共有を実施した。

事業者ブース要員は、「敦賀発電所 敦賀オフサイ

トセンター運用マニュアル」に従い、事業者ブースでの情

報共有、プラントチームへの情報提供及び住民避難等の情

報を遅滞なく発電所本部、本店本部及び現地支援本部へ共

有できたことから、原子力防災センターにおける情報共有

を行う体制が確立されていると評価する。



②本部運営訓練（本店）

達成基準 結 果 評 価

本店本部は、本店本部設置後、ブリーフィングを行

い、発電所の事故状況を本店本部内で共有できる。

本店本部は、事故・プラントの状況、進展予測、事故

収束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡＬを把握でき

る。

本店本部は、発電所本部が立案する進展予測及び事故

収束対応戦略の評価ができる。

本店情報班副班長は、地震発生によるプラント状況の

変化に注目することを情報班及びＥＲＣ対応班へ周知

できる。

【主な検証項目１．（２）③ｈ】

本店庶務班は、気象（風向）等の状況に応じた原子力

事業所災害対策支援拠点の設置場所を選定できる。

本店本部は、本店本部設置後、ブリーフィングを行い、発

電所事故状況を共有した。

本店本部は、社内ＴＶ会議を通じて、発電所本部の発話か

ら、事故・プラントの状況、進展予測、事故収束対応戦

略、戦略の進捗状況及びＥＡＬの判断について把握した。

本店本部は、発電所本部が立案する進展予測及び事故収束

対応戦略について、現在のプラント状況における対応とし

て適切かを評価した。

本店情報班副班長は、地震発生の都度、情報班及びＥＲＣ

対応班へ地震発生を周知した。その後、情報班及びＥＲＣ

対応班は、ＥＲＳＳにてプラント状況を確認した。

本店庶務班は、発電所周辺の気象状況、拠点候補地周辺の

アクセス及び被害状況を確認した上で、原子力事業所災害

対策支援拠点を敦賀総合研修センターに設置することを決

定するとともに、要員の確保を行い、現地へ派遣（派遣は

「模擬」）した。

本店本部は、事故・プラント状況を把握し、進展予測

及び戦略の評価を行い、また、発電所からの支援要請に対

する対応が実施できたことから、発電所本部が実施する事

故収束活動を支援する体制が確立されていると評価する。

本店情報班副班長は、地震が発生したことを速やかに共有

し、プラント状況の変化に注目するよう促すことができた

ことから、改善策が有効に機能していると評価する。

本店庶務班は、「総合災害対策本部原子力緊急時後方支援

班運用要領」に従い、遅滞なく原子力事業所災害対策支援

拠点を敦賀総合研修センターに設置することを決定し、要

員の派遣指示ができたことから、原子力事業所災害対策支

援拠点に係る対応が定着していると評価する。



③ＥＲＣ対応訓練（本店）（１／２）

達成基準 結 果 評 価

本店ＥＲＣ対応班は、初動対応時、ＥＡＬ判断時及び

プラントの状況変化時において、情報共有ツールを用

いた積極的な情報発信ができる。

本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した場合、ＪＡ

ＥＡが発話中であっても緊急情報として直ちに割り込

んで発話できる。

【主な検証項目１．（２）②ｃ】

本店ＥＲＣ対応班は、ＳＦＰ水位低下に伴う線量上昇

と可搬設備の現場作業の関係性について備付け資料を

用いて説明できる。

【主な検証項目１．（２）③ｃ】

リエゾンは、情報共有ツールを活用してＥＲＣプラン

ト班へ積極的に補足説明ができる。

リエゾンは、ＥＲＣプラント班からの問い合わせに対

して、速やかに対応できる。

本店ＥＲＣ対応班は、初動対応としてＥＲＣプラント班と

のＴＶ会議接続後、音声不具合（ハウリング）が発生した

ため、代替手段（ＩＰ電話）を用いて情報提供を実施し

た。ＥＡＬ判断等のプラント状況の変化時においては、情

報共有ツールを用いて、積極的にＥＲＣプラント班へ情報

発信を実施したものの、ＣＯＰを用いた説明が不足してい

た。

本店ＥＲＣ対応班は、ＥＲＣが発話中の場面において、初

発ＧＥ（ＧＥ３１）判断情報を入手したため、緊急情報と

して直ちに割り込んで発話した。

本店ＥＲＣ対応班は、ＧＥ３１発出予測を説明する場面に

おいて、ＳＦＰ水位低下に伴う線量上昇及び現場作業への

影響について、備付け資料を用いて説明した。

リエゾンは、情報共有ツール（チャットシステム及び備付

け資料）を活用してＥＲＣプラント班へ積極的に補足説明

を実施した。また、ＥＲＣプラント班のニーズを把握し、

本店ＥＲＣ対応班へ共有した。

リエゾンは、ＥＲＣプラント班からの問い合わせに対し

て、必要に応じて本店本部へ連絡し、内容を確認した上で

回答を実施した。

本店ＥＲＣ対応班は、ＥＲＣプラント班に対して、初動対

応、ＥＡＬ判断等のプラント状況の説明時において、情報

共有ツールを用いた積極的な情報発信を実施したものの、

ＣＯＰを用いた説明が不足していたことから、以下の課題

を抽出した。

・プラント全体を俯瞰した情報をわかりやすく説明できるよ

う、ＣＯＰのフォーマットについて改善を図る。

【９．（１）①説明性を考慮したＣＯＰのフォーマット改善】

本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した際、直ちに割り

込んで発話できたことから、緊急情報入手時の発話運用が

定着していると評価する。

本店ＥＲＣ対応班は、ＳＦＰ水位低下に伴う線量上昇及び

現場作業への影響について、視覚的にわかりやすい説明が

できたことから、改善策が有効に機能していると評価す

る。

リエゾンは、情報共有ツールを用いた補足説明、問い合

わせに対する回答及びＥＲＣプラント班のニーズの共有を

することで、本店ＥＲＣ対応班の補助が実施できたことか

ら、リエゾン対応が定着していると評価する。



③ＥＲＣ対応訓練（本店）（２／２）

達成基準 結 果 評 価

本店本部副本部長は、会議開催の招集に対して速やか

に参集できる。

本店本部副本部長は、発生事象の概要、事象進展の予

測及び事故収束対応を簡潔に説明できる。

本店本部副本部長は、初発ＳＥ及び初発ＧＥ発出前に、発

電所本部から共有された進展予測・事故収束対応戦略を把

握していたため、会議開催の招集に対して速やかに参集し

た。

本店本部副本部長は、発生事象の概要、事象進展の予測及

び事故収束対応を簡潔に説明した。

【１０条確認会議実績】

・ＥＡＬ判断時間 ：１４時５６分

・会議開始時間 ：１４時５７分

・会議終了時間 ：１５時０１分

【１５条認定会議実績】

・ＥＡＬ判断時間 ：１５時４５分

・会議開始時間 ：１５時４６分

・会議終了時間 ：１５時５０分

本店本部副本部長は、初発ＳＥ発出及び初発ＧＥ発出前

に進展予測・事故収束対応戦略を把握していたため、会議

開催に際して、速やかに参集し、発生事象の概要、事象進

展の予測及び事故収束対応を簡潔に説明できたことから、

組織の代表としての対応が定着していると評価する。

④原子力事業者間協力協定に基づく支援連携訓練（本店）

達成基準 結 果 評 価

本店避難支援班は、協定に基づき、幹事会社へ定めら

れたタイミングで協力要請等の情報連携ができる。

本店避難支援班は、特定事象該当のタイミングにて、協定

に基づき、幹事会社である関西電力株式会社に協力要請を

行い、同協定に基づく協力要員及び資機材等に関する情報

を本店本部、発電所本部及び現地支援本部に共有した。

本店避難支援班は、協定に基づき、幹事会社への要員及び

資機材の協力要請ができたことから、協定に基づく支援連

携対応が定着していると評価する。



⑤広報対応訓練（本店）

達成基準 結 果 評 価

本店プレスセンターは、本店プレスセンターと現地プ

レスセンターの合同模擬記者会見の開催により、一元

的な情報提供ができる。

本店広報班は、発生した事象について模擬ホームペー

ジにプレス公表文を掲載できる。

本店広報班は、ＳＮＳを用いた情報発信ができる。

記者会見者は、ガイドラインに基づき、マスコミや一

般の方が理解しやすい説明が実施できる。

【主な検証項目１．（２）③ｇ】

本店プレスセンターは、本店プレスセンターと現地プレス

センターの合同模擬記者会見の開催により、一元的な情報

提供を実施した。

本店広報班は、発生した事象について模擬ホームページに

プレス公表文を掲載した。

本店広報班は、模擬ホームページにプレス公表文を掲載し

たことについてＳＮＳを用いて情報発信を行った。

記者会見者は、発電所の事故状況、今後の対応手段等プラ

ント全体像について、専門用語を極力使用せず、模擬記者

へ説明した。

また、模擬記者からの質疑応答の場面において、追加の質

問を受けることなく、質問の主旨を踏まえた回答をした。

本店広報班は、発生事象の概要について遅滞なくプレ

ス公表文を模擬ホームページへ掲載し、ＳＮＳを用いて情

報発信するとともに、模擬記者会見においては、本店プレ

スセンターと現地プレスセンターをＷｅｂ会議システムで

接続し、一元的な情報提供を行うことができたことから、

発電所の状況等を外部へ公表するための体制が確立され、

広報対応が定着していると評価する。

記者会見者は、マスコミや一般の方が理解しやすい説明が

できたことから、改善策が有効に機能していると評価す

る。



⑥現地支援本部運営訓練（立地・地域共生部）（１／３）

達成基準 結 果 評 価

現地支援本部は、事故・プラントの状況、進展予

測、事故収束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡＬ

を把握できる。

現地支援本部は、プラントメーカーから派遣された

支援要員へ発電所情報の提供ができる。

現地支援本部は、収集した住民避難情報等を発電所

本部及び本店本部へ共有できる。

現地支援本部の各班長は、それぞれの職務に専念

し、マニュアルに基づく対応が確実に実施できる。

【主な検証項目１．（２）③ｄ】

現地支援本部は、情報共有ツールにより事故・プラント

の状況、進展予測、事故収束対応戦略、戦略の進捗状況

及びＥＡＬの把握を実施した。

現地支援本部は、情報共有ツールによりプラントメーカ

ーから派遣された支援要員へ発電所情報の提供を実施し

た。

現地支援本部は、収集した住民避難情報等を発電所本部

及び本店本部へ共有を実施した。

現地支援本部の各班長は、それぞれの班長の職務に専念

し、遅滞なく本部内の周知や班員への指示を実施した。

現地支援本部は、事故・プラントの状況、進展予測、事故収

束対応戦略、戦略の進捗状況及びＥＡＬの把握が実施できた

ことから、発電所情報の把握における対応が定着していると

評価する。

現地支援本部は、プラントメーカーから派遣された支援要員

へ発電所情報を提供が実施できたことから、プラントメーカ

ーとの発電所情報の共有が定着していると評価する。

現地支援本部は、原子力防災センターで活動する事業者ブー

ス要員から入手した住民避難情報等を発電所本部及び本店本

部の連絡担当者へ情報共有が実施できたことから、住民避難

情報等の共有を行う体制が確立されていると評価する。

現地支援本部の各班長は、マニュアルに基づき、役割を兼務

することなく班長としての職務を遂行できたことから、改善

策が有効に機能していると評価する。



⑥現地支援本部運営訓練（立地・地域共生部）（２／３）

達成基準 結 果 評 価

現地支援本部自治体班長は、自治体リエゾンの選出

及び派遣指示ができる。

現地支援本部自治体班は、発電所情報を自治体リエ

ゾンへ提供できる。

自治体リエゾンは、通報文、ＣＯＰ等のツールを活

用して、自治体担当者に発電所情報を提供できる。

自治体リエゾンは、自治体担当者からの問い合わせ

に対して、速やかに対応できる。

現地支援本部自治体班長は、自治体が設置する災害対策

本部へのリエゾンを選出し、自治体への派遣を指示し

た。

現地支援本部自治体班長は、情報共有ツールを活用し

て、関係自治体へ派遣する自治体リエゾンに発電所情報

を提供した。

自治体リエゾンは、現地支援本部自治体班から提供され

た情報共有ツール（通報文、ＣＯＰ等）を活用して、自

治体担当者（当社社員にて模擬）に発電所情報を提供し

た。

自治体リエゾンは、自治体担当者（当社社員にて模擬）

からの問い合わせに対して、自ら回答できる内容の場合

は、その場で速やかに回答した。また、必要に応じて自

治体班に確認した上で回答した。

現地支援本部自治体班長は、自治体が設置する災害対策本部

でのリエゾン対応に適した要員を自治体班員の中から選出及

び派遣指示ができたことから、自治体へのリエゾン派遣を行

う体制が確立されていると評価する。

現地支援本部自治体班は、情報共有ツールから通報文やＣＯ

Ｐ等、自治体災害対策本部で発電所情報を説明するために必

要な資料を選択し、自治体リエゾンへ提供できたことから、

自治体リエゾンへの発電所情報の提供対応が定着していると

評価する。

自治体リエゾンは、現地支援本部自治体班から提供された資

料を活用して、自治体担当者（当社社員にて模擬）に理解さ

れるよう丁寧に事故・プラントの状況、進展予測、事故収束

対応戦略、戦略の進捗状況等を説明できたことから、自治体

リエゾン対応能力を有していると評価する。

自治体リエゾンは、自治体担当者（当社社員にて模擬）から

の事故事象の収束予測に関する質問に対して、回答し理解を

得ることができたことから、自治体からの質問に対応する体

制が確立されていると評価する。



⑥現地支援本部運営訓練（立地・地域共生部）（３／３）

達成基準 結 果 評 価

現地支援本部福祉車両班長は、避難支援要員の選出

及び派遣指示ができる。

避難支援要員は、現地支援本部への要配慮者の搬送

完了連絡ができる。

現地支援本部福祉車両班長は、ＰＡＺ圏内要配慮者１名

（当社社員にて模擬）の避難支援要請を受け、現地支援

本部福祉車両班員から要配慮者の避難支援要員を選出

し、派遣を指示した。

避難支援要員は、要配慮者（当社社員にて模擬）の搬

送状況について、避難元からの搬送開始から適宜、支援

本部福祉車両班へ連絡を実施した。

支援本部庶務班長は、現地支援本部福祉車両班員から要配慮

者避難支援要員を選出し、避難元から避難先への福祉車両に

よる避難支援について派遣できたことから、要配慮者の避難

支援を行う体制が確立されていると評価する。

避難支援要員は、現地支援本部福祉車両班へ活動状況を連絡

できたことから、活動状況の連絡対応が定着していると評価

する。

⑦隣接事業所と連携した現場実動訓練（発電所）

達成基準 結 果 評 価

現場指揮者は、負傷者発生に伴う要員補填を発電所

本部へ依頼できる。

現場指揮者は、現場環境の確認を実施できる。

現場指揮者は、二次災害のリスクを考慮した消火戦

略を立案することができる。また、消火戦略をＪＡ

ＥＡふげんに共有し、連携して消火活動ができる。

【主な検証項目１．（２）②ｂ】

現場指揮者は、負傷者の発生により自衛消防隊体制が確

立できなくなることから、発電所庶務班長へ隊員の補填

を依頼し、追加要員を確保して現場の体制維持を実施し

た。

現場指揮者は、消火活動中に発生した地震を受け、消火

活動を一時中断した。中断後、現場環境の確認を実施し

た後消火活動を再開した。

現場指揮者は、火災の延焼により補助ボイラ燃料タンク

へ影響を与える可能性があることを考慮した消火戦略の

立案を行った。また、ＪＡＥＡふげんに対し消火戦略を

共有し、連携した消火活動を実施した。

現場指揮者は、負傷者への救護活動を実施した後、発電所庶

務班長へ自衛消防隊員の補填を依頼し火災対応における体制

を維持できたことから、現場活動の体制維持に対する対応が

定着していると評価する。

現場指揮者は、一時中断した消火活動の再開に際し、設備状

況を含む周辺の現場環境を確認し消火活動を再開できたこと

から、現場指揮能力を有していると評価する。

現場指揮者は、火災延焼による二次災害のリスクを考慮した

消火戦略を立案し、消火戦略に基づくＪＡＥＡふげんと連携

した消火活動が実施できたことから、隣接事業所と連携した

消火活動を行う能力を有していると評価する。



８．訓練の評価

（１）総合的な評価

「７．訓練結果の概要及び評価」及び「８．（２）訓練目標に対する評価」より、今回想定した原子力

災害に対しても、発電所本部、本店本部及び原子力事業所災害対策支援拠点等の各拠点が役割分担を認

識し、原子力防災組織として有効に機能することを確認できたとともに、同一地域複数事業所同時発災

を想定したＪＡＥＡふげん及びもんじゅとの連携対応についても、隣接事業所との連携活動が有効に機

能することが確認できた。

また、２０２４年度に実施した敦賀発電所及び東海・東海第二発電所防災訓練で抽出した改善策の効

果が確認できたことから、組織全体としての事故対応能力が向上していると評価する。

（２）訓練目標に対する評価

２０２５年度訓練における目的「発電所本部、本店本部及び原子力事業所災害対策支援拠点等の各拠

点が各々の役割を認識し連携することで、原子力防災組織が有効に機能することの確認」、「２０２４年

度の訓練結果を踏まえた課題に対する改善事項の有効性確認」及び「同一地域複数事業所同時発災を想

定したＪＡＥＡふげん及びもんじゅとの情報連携及び事故収束活動の検証」に対し、以下のとおり訓練

目標を設定し、各訓練目標について検証項目を定め評価を行った。

【訓練目標①：多様な訓練（新たに実施すべき訓練や実施頻度の少ない訓練等）を実施し、発電所対策

本部の緊急時対応能力向上を図られていることを検証・評価する。】

検証項目 評 価

地震発生の影響により、約４ｍの地盤隆起

（海岸線後退）が発生したことを想定し、当該

事象でも取水可能な岸壁（水深６ｍ）より、海

水利用型消防水利システムを用いた水源確保が

実施できる。

＜７ （５）全交流電源喪失対応訓練（発電所） ＞

スーパーラインホースの接続金具の固着により、設

定した作業完了予定時間で作業が完了しなかったこと

から、以下の課題を抽出した。

・接続金具の固着発生に対し、海水利用型消防水利シ

ステムのホース接続金具の管理・運用について改善

を図る。

【９．（１）②海水利用型消防水利システムのホース

接続金具の固着防止に対する管理・運用の改善】

また、上記以外の課題がないか対応状況の分析及び

プレーヤへの聞き取りを実施した結果、以下の課題を

抽出した。

・現場及び発電所本部間の連絡対応のギャップ（現場

状況の相互連絡、不具合発生時の報告対応）に対

し、現場と発電所本部間の連絡運用について改善を

図る。

【９．（１）③現場及び発電所本部間の連絡対応に

関する運用の改善】



【訓練目標②：隣接事業所同時発災を踏まえた情報連携及び事故収束活動ができることを検証・評価す

る。】

検証項目 評 価

ａ．発電所本部補助員は、ＪＡＥＡふげん及び

もんじゅに事故状況（周辺環境放射線、Ｅ

ＡＬ等）を周知することができる。

＜７ （１）本部運営訓練（発電所） ＞

ａ．発電所本部補助員は、ＪＡＥＡふげん及びもんじ

ゅへ事故状況を周知できたことから、作成したチ

ェックシートが有効に機能していると評価する。

ｂ．現場指揮者は、二次災害のリスクを考慮し

た消火戦略を立案することができる。ま

た、消火戦略をＪＡＥＡふげんに共有し、

連携して消火活動ができる。

＜７ （８）⑦隣接事業所と連携した

現場実動訓練（発電所） ＞

ｂ．現場指揮者は、火災延焼による二次災害のリスク

を考慮した消火戦略を立案し、消火戦略に基づく

ＪＡＥＡふげんと連携した消火活動が実施できた

ことから、隣接事業所と連携した消火対応能力を

有していると評価する。

ｃ．本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した

場合、ＪＡＥＡが発話中であっても緊急情

報として直ちに割り込んで発話できる。

＜７ （８）③ＥＲＣ対応訓練（本店） ＞

ｃ．本店ＥＲＣ対応班は、緊急情報を入手した際、直

ちに割り込んで発話できたことから、緊急情報入

手時の発話運用が定着していると評価する。

【訓練目標③：改善事項に対する改善策が有効に機能していることを検証・評価する。】

ａ．２０２４年度敦賀発電所防災訓練で抽出された課題・良好事例に対する改善状況

前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○水源確保の現場活動に係

るチェックシートの充実

化

・地震後の資機材に対する

健全性確認を定着させる

必要がある。

＜原因＞

・水源確保指揮者は、現場での地

震発生（マルファンクション）

及び負傷者発生（マルファンク

ション）に対し、負傷者対応を

優先して実施したため、資機材

の点検を失念した。

・社内マニュアルに「作業手順等

に見直しが生じた際の対応」に

ついて定めていたが、地震発生

後の資機材の確認に関する定め

はなかった。

＜対策＞

・水源確保や電源確保等の現場作

業中に地震等が発生した場合、

設備状態を確認することを標準

化するため、社内マニュアル

（現場指揮者対応チェックシー

ト）へ反映する。

【有効性確認】

・水源確保指揮者は、現場作業を一時

中断した際、再開時に設備状態確認

が確実に実施できる。

【結 果】

・水源確保指揮者は、地震の発生に対

し、一時中断後の作業再開時の振る

舞いを整理したチェックシートを活

用し、確実に設備の状態確認を実施

できたことから、改善策が有効に機

能していると評価する。

＜７ （５）全交流電源喪失対応訓練

（発電所） ＞



前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○発電所支援活動に係る情

報連携の円滑化

・効率的な情報連携によ

り、円滑な発電所支援活

動を実施する必要があ

る。

＜原因＞

・「発電所支援連携に係る情報フ

ロー※ に基づき発電所の支援活

動を実施できる」ことを達成基

準としていたが、本店庶務班及

び現地支援本部は、設備復旧部

品の搬送支援に係る情報連携の

場面において、発電所庶務班が

緊急性を要するものと判断し、

情報フローに定める連絡先以外

にも連絡したことにより、本店

庶務班と現地支援本部側で情報

が前後して一部混乱を生じたた

め、達成基準を満足できなかっ

た。

※ ：発電所庶務班⇔本店庶務班

⇔現地支援本部へ電話連絡

により実施

＜対策＞

・発電所支援活動に係る情報連携

について、関係者が一斉に情報

共有できるよう発電所支援連携

に係る情報フローの見直しを行

い、情報連携の円滑化を図る。

【有効性確認】

・発電所庶務班は、支援要請内容及び

支援要請に対する検討結果をＴＶ会

議にて発話することで、関係者へ一

斉に情報共有できる。

【結 果】

・発電所庶務班長は、支援要請に係る

情報フローに基づき、他社への電源

車支援要請依頼について、ＴＶ会議

を通じて効率的に支援要請に関係す

る要員全体に共有できたことから、

改善策が有効に機能していると評価

する。

＜７ （１）本部運営訓練（発電所） ＞

○ＳＦＰ線量評価資料の充

実化

・備付け資料を充実して、

現場状況をよりわかりや

すくＥＲＣプラント班へ

提供できるようにする必

要がある。

＜原因＞

・本店ＥＲＣ対応班は、備付け資

料を用いてＳＦＰ水位低下に伴

う線量上昇と可搬設備現場作業

場所の関係性について説明した

が、備付け資料に線量評価場所

が図示されていなかったため、

口頭のみでの説明となり、ＥＲ

Ｃプラント班の理解に時間を要

した。

＜対策＞

・ＳＦＰ水位低下事象発生時にお

いて、線量評価場所と現場作業

場所の関係性が説明できるよ

う、線量評価場所を図示した資

料を追加する。

【有効性確認】

・本店ＥＲＣ対応班は、ＳＦＰ水位低

下に伴う線量上昇と可搬設備の現場

作業の関係性について備付け資料を

用いて説明できる。

【結 果】

・本店ＥＲＣ対応班は、ＳＦＰ水位低

下に伴う線量上昇及び現場作業への

影響について、視覚的にわかりやす

い説明ができたことから、改善策が

有効に機能していると評価する。

＜７ （８）③ＥＲＣ対応訓練（本店） ＞



前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○現地支援本部内の役割の

見直し

・各班員の役割を整理し、

円滑な指示や情報連携が

行えるよう実効的な体制

とする必要がある。

＜原因＞

・情報管理班長は、自治体班長を

兼務していた。また、外部との

連絡（本店庶務班、自治体リエ

ゾン及び原子力防災センター派

遣要員）も実施しており、情報

管理班長としての職務（本部内

周知及び班員への指示）が疎か

になっていた。

・訓練実績を参考に現地支援本部

体制（一部機能班長兼務）を構

築したが、敦賀海上保安部との

実連携において、当初想定以上

の情報収集・連絡等の対応を要

したことから、情報管理班長と

自治体班長の兼務が成立しなか

った。

＜対策＞

・各機能班の班長は、他の班長を

兼務しないこと及び班長として

の職務に専念することをマニュ

アル等に反映する。

【有効性確認】

・現地支援本部の各班長は、それぞれ

の職務に専念し、マニュアルに基づ

く対応が確実に実施できる。

【結 果】

・現地支援本部の各班長は、マニュア

ルに基づき、役割を兼務することな

く班長としての職務を遂行できたこ

とから、改善策が有効に機能してい

ると評価する。

＜７ （８）⑥現地支援本部運営訓練

（立地・地域共生部） ＞

ｂ．２０２４年度東海発電所・東海第二発電所防災訓練で抽出された課題・良好事例に対する改善状況

前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○ブリーフィング中断時に

おける運用の明確化

・ブリーフィングは、簡潔

な報告による状況整理を

行い、発電所本部内全体

で共通認識が持てるよ

う、効果的に実施する必

要がある。

＜原因＞

・ブリーフィングの手順として、

「プラントの状況が落ち着いた

時、または本部長が必要と判断

した時に実施する。」ことをマ

ニュアルに定めているが、緊急

情報の発話等により、ブリーフ

ィングが中断した場合の中断・

継続指示に係る明確な運用が定

められていなかった。

＜対策＞

・効果的なブリーフィングを実施

するため、ブリーフィングの運

用をマニュアルに定め、教育・

訓練により対応の定着を図る。

【有効性確認】

・発電所本部長は、作成した運用マニ

ュアルに基づき、ブリーフィングの

中断・継続を判断し、効果的なブリ

ーフィングが実施できる。

【結 果】

・発電所本部長は、マニュアルに基づ

き、ブリーフィング中の緊急情報の

発生を受け、速やかにブリーフィン

グの中断・再設定を宣言したことに

より効果的なブリーフィングが実施

できたことから、作成した運用マニ

ュアルが有効に機能していると評価

する。

＜７ （１）本部運営訓練（発電所） ＞



前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○隣接事業所同時発災時に

ホットラインで収集すべ

き必要情報の明確化

・隣接事業所の発災事象が

事故収束活動に影響を与

える可能性があるため、

正確な状況を把握する必

要がある。

＜原因＞

・隣接事業所同時発災時における

情報連携は、通報連絡文とホッ

トラインを手段として、ＥＡ

Ｌ、進展予測、環境情報を共有

することとしていたが、ホット

ライン経由で収集する情報に対

し、確認すべき内容を定めてい

なかった。

＜対策＞

・隣接事業所同時発災時にホット

ラインを確立した情報連携が必

要な場面において、ホットライ

ンで収集すべき必要情報を整理

し、正確な状況を把握するため

の確認手順とチェックシートを

マニュアルに定め、教育・訓練

により対応の定着を図る。

【有効性確認】

・発電所本部補助員は、作成したチェ

ックシートに基づき、隣接事業所か

らの必要な情報収集が実施できる。

【結 果】

・発電所本部補助員は、チェックシー

トに基づき、隣接事業所の事故状況

について、必要な情報に抜けなく正

確な情報が収集できたことから、作

成したチェックシートが有効に機能

していると評価する。

＜７ （１）本部運営訓練（発電所） ＞

○記者会見対応習熟のため

の記者発表ガイドライン

の作成

・記者会見において、マス

コミや一般の方が理解し

やすい説明を行う必要が

ある。

＜原因＞

・これまでの訓練では、記者会見

者のスキルや経験に依存してい

た部分があり、記者会見時の説

明作法に関する気づき事項が抽

出されなかったため、記者会見

者向けの手順を整備していなか

った。

＜対策＞

・記者会見者がマスコミや一般の

方が理解しやすい説明ができる

よう、記者発表ガイドラインを

作成する。作成した記者発表ガ

イドラインに基づき、記者会見

者を対象とした教育・訓練を行

い、ガイドラインの有効性を検

証するとともに、記者会見対応

の習熟を図る。

【有効性確認】

・記者会見者は、ガイドラインに基づ

きマスコミや一般の方が理解しやす

い説明が実施できる。

【結 果】

・記者会見者は、マスコミや一般の方

が理解しやすい説明ができたことか

ら、改善策が有効に機能していると

評価する。

＜７ （８）⑤広報対応訓練（本店） ＞



前回訓練の課題 改善策 有効性確認結果

○発電所情報の変化に対応

するための地震発生情報

の連携強化

・本店情報班副班長は、地

震発生情報を周知したこ

とにより、速やかにＥＲ

Ｃ対応班がプラント状況

の変化（モニタリングポ

ストの指示値上昇）に気

付くことができた。

＜背景＞

・本店情報班副班長の役割につい

て、ＥＲＣ対応班へ適宜情報伝

達することを「本店本部ルール

集」に定めているが、ＥＲＣ対

応班への地震発生情報の周知に

ついては定めていない。

・本店情報班副班長対応者は過去

の訓練において、情報班副班長

の他、ＥＲＣ対応班の対応経験

を有しており、地震情報の変化

に注目させるために効果的であ

ることを認識していた。

＜展開内容＞

・ＥＲＣ対応班に対して、速やか

な地震情報の周知が発電所情報

の変化に注目させるために効果

的であったことから、個人の経

験・力量による対応のバラつき

がないようルールに定めて、教

育・訓練により対応の定着を図

る。

・本良好事例については、実災

害時でも同様の対応が行える

よう、地震発生時は、発電所

本部からＴＶ会議を通じて本

店へ一報入れることを東海及

び敦賀へ展開する。

【有効性確認】

・発電所本部長は、地震が発生してい

ることを本店本部へ報告できる。

・本店情報班副班長は、地震発生に

よるプラント状況の変化に注目する

ことを情報班及びＥＲＣ対応班へ周

知できる。

【結 果】

・発電所本部長及び本店情報班副班長

は、地震が発生したことを速やかに

共有し、プラント状況の変化に注目

するよう促すことができたことか

ら、改善策が有効に機能していると

評価する。

＜７ （１）本部運営訓練（発電所） ＞

＜７ （８）②本部運営訓練（本店） ＞



９．今後の原子力災害対策に向けた改善点

集約した気づき事項や良好事例等より、以下の改善に取り組む事項を抽出した。

（１）改善に取り組む事項

①説明性を考慮したＣＯＰのフォーマット改善【本店】

課 題 原 因 改善内容

・ＣＯＰを用いて、他資料に

頼らずともプラント全体を

俯瞰した情報説明ができる

よう、ＥＲＣ対応班スピー

カによる説明性を考慮した

ＣＯＰのフォーマットへ改

善する必要がある。

＜７ （８）③ＥＲＣ対応訓練

（本店） ＞

・ＣＯＰのフォーマットが、電源系統

図やＳＦＰと格納容器の関係性を示

した視覚的な図表が不足しており、

プラント全体を俯瞰した情報をわか

りやすく説明できる構成となってお

らず、ＥＲＣ対応班スピーカが説明

したい内容とギャップが生じてい

た。

・電源系統やＳＦＰと格納容器の

関係性が一目で把握できるよ

う、図表配置や記載項目等を見

直し、ＣＯＰのフォーマットを

改善する。

・訓練にて改善したＣＯＰの検証

を行い、ＣＯＰを用いたプラン

ト全体を俯瞰した情報を分かり

やすく説明できるよう、定着を

図っていく。

②海水利用型消防水利システムのホース接続金具の固着防止に対する管理・運用の改善【発電所】

課 題 原 因 改善内容

・海水利用型消防水利システ

ムを用いたＳＦＰ注水に

は、スーパーラインホース

から消防用ホースへの切り

替えが必要であるため、接

続金具の固着防止に対する

管理・運用を改善する必要

がある。

＜７ （５）全交流電源喪失

対応訓練（発電所） ＞

・過去の海水実通水訓練後の洗浄操作が

不足していたことにより接続金具が固

着したものと推察する。

・当該接続金具の固着を解消し、

切り離せることを確認した。

また、手順上切り離す可能性

がある他の接続金具について

も同様に切り離せることを確

認した。

・接続金具の固着防止対策（運

用面、保全面等）について、

ＣＡＰ※ システムの中で改善

を図る。

※ ：是正処置プログラム

（ ）



③現場及び発電所本部間の連絡対応に関する運用の改善【発電所】

課 題 原 因 改善内容

・現場作業のトラブルによ

り、作業完了予定時間が変

更となる場合、速やかに発

電所本部内に共有し、戦略

変更の検討が必要となるこ

とから、現場と本部の連絡

に関する運用を改善する必

要がある。

＜７ （５）全交流電源喪失

対応訓練（発電所） ＞

・現場作業でトラブルが発生した場合の

報告基準や現場作業の進捗確認手順が

明確化されておらず、現場・発電所本

部とも担当者の裁量に依存した運用と

なっていたため、トラブル発生時の報

告のタイミング、進捗確認の要否が統

一されていなかった。

・現場作業で発生したトラブル

は、「緊急情報」として直ち

に共有することをマニュアル

に反映する。

・作業完了予定時間の５分前に

は、必ず発電所本部から現場

へ進捗状況を確認することを

マニュアルに反映する。

・上記内容を実施した上で、訓練

にて検証し、定着を図る。

以 上



防災訓練の結果の概要（要素訓練）

１．訓練の目的

原子力災害発生時における緊急時対応に係る技能の定着・向上を図るとともに、あらか

じめ定めた緊急時対応に係る各種機能が有効に機能することを確認するため、緊急時に備

えた各種対応に係る要素訓練を実施した。

２．実施日及び対象施設

（１）実施日

２０２５年４月１日～２０２６年３月３１日

（２）対象施設

敦賀発電所 １号機及び２号機

３．実施体制、評価体制及び参加人数

（１）実施体制

訓練ごとに実施責任者を設け、実施担当者が訓練を実施した。

詳細は、「添付資料」のとおり。

（２）評価体制

定められた手順どおりに訓練が実施されたかを実施責任者が評価した。

（３）参加人数

「添付資料」のとおり。

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要

【発電所】

（１）本部運営訓練

地震による外部電源喪失や原子炉冷却材の漏えい等、原子力災害対策特別措置法

（以下、「原災法」という。）第１０条事象に至る事象等を想定した。

（２）緊急時環境モニタリング訓練

放射性物質の放出により、敷地内外の空間放射線量率または空気中の放射性物質濃

度が上昇した状態を想定した。

（３）原子力災害医療訓練

管理区域内で汚染ありの負傷者が発生したことを想定した。

（４）全交流電源喪失対応訓練

全交流電源喪失及び使用済燃料プール除熱機能喪失事象が発生し、電源確保対応及

び水源確保対応が必要になったことを想定した。

別紙２



【本店】

（５）その他必要と認められる訓練

①原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練

発電所にて原災法第１０条該当事象等が発生し、原子力事業所災害対策支援拠点

の設置が必要になったことを想定した。

②本部運営訓練

発電所にて原災法第１０条該当事象等が発生し、本店本部の設置が必要になった

ことを想定した。

５．防災訓練の項目

要素訓練

６．防災訓練の内容

【発電所】

（１）本部運営訓練

（２）緊急時環境モニタリング訓練

（３）原子力災害医療訓練

（４）全交流電源喪失対応訓練

【本店】

（５）その他必要と認められる訓練

①原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練

②本部運営訓練

７．訓練結果の概要（「添付資料」参照）

【発電所】

（１）本部運営訓練

地震による外部電源喪失や原子炉冷却材の漏えい等、原災法第１０条事象に至る事

象等を想定し、各機能班の参集、事故収束戦略の立案及び本店本部とのプラント情報

等の共有を実施した。

（２）緊急時環境モニタリング訓練

放射性物質の放出により、敷地内外の空間放射線量率または空気中の放射性物質濃

度が上昇した状態を想定し、原子力防災要員による発電所敷地内及び敷地境界付近に

おけるモニタリングカーでの空間放射線量率、空気中ヨウ素濃度等の測定訓練を実施

した。



（３）原子力災害医療訓練

管理区域内で汚染ありの負傷者が発生したことを想定（公益財団法人 原子力安全

研究協会（以下、「原安協」という。）が作成した訓練シナリオ「使用済燃料貯蔵プー

ル転落による負傷者発生（汚染あり）」で対応）し、救護隊による負傷者搬出、汚染サ

ーベイ、汚染除去及び応急処置等の対応を実施した。

（４）全交流電源喪失対応訓練

全交流電源喪失及び使用済燃料プール除熱機能喪失事象の発生により、電源確保対

応及び水源確保対応が必要になったことを想定し、原子力防災要員による各種対応資

機材の配置・操作等、手順の確認を実施した。

【本店】

（５）その他必要と認められる訓練

①原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練

発電所での原災法第１０条該当事象等の発生を想定し、原子力事業所災害対策支

援拠点の拠点設営として、資機材・資料の運搬、設置等の実動訓練を実施した。

なお、敦賀地区で実施した訓練においては、「原子力防災に係る中期計画」に基づ

き、過去に訓練実施経験のない拠点候補場所（松島寮）で訓練を実施した。

②本部運営訓練

発電所での原災法第１０条該当事象等の発生を想定し、本店本部の設置運営とし

て、要員の参集から発電所支援活動の実施及び発電所情報の収集活動を実施した。

８．訓練の評価

要素訓練について、定められた手順どおりに訓練が実施されていることを確認した。

訓練ごとの評価結果は、「添付資料」のとおり。

９．今後の原子力災害対策に向けた改善点

要素訓練で抽出された改善点及び今後に向けた改善点は、「添付資料」のとおり。

．添付資料

防災訓練（要素訓練）の概要

以 上



防災訓練（要素訓練）の概要

【発電所】

（１）本部運営訓練（実施回数：８回、参加人数：延べ５６７名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

本部運営訓練

①安全・防災室安全・防災グルー

プマネージャー

②原子力防災要員

良

ブリーフィング時の

中断・再開判断を明確

化したマニュアル案を

作成した。訓練での検

証を実施し、改善が有

効であることを確認し

た。

今後も継続して訓練

を行い、要員の力量向

上を図る。

地震による外部電源喪失や原子炉冷却材の漏えい等、原災法第１

０条事象に至る事象等を想定し、各機能班の参集、事故収束戦略の

立案及び本店本部とのプラント情報等の共有を実施した。

（２）緊急時環境モニタリング訓練（実施回数：１回（１１／２０）、参加人数：１４名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

緊急時環境モニタリング訓練

①安全管理室放射線・化学管理グ

ループマネージャー

②原子力防災要員

良 特になし

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

放射性物質の放出により、敷地内外の空間放射線量率または空気

中の放射性物質濃度が上昇した状態を想定し、原子力防災要員によ

る発電所敷地内及び敷地境界付近におけるモニタリングカーでの空

間放射線量率、空気中ヨウ素濃度等の測定訓練を実施した。

添
付
資
料



防災訓練（要素訓練）の概要

（３）原子力災害医療訓練（実施回数：２回（２／４、２／５）、参加人数：延べ３３名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

原子力災害医療訓練

①総務室総務グループマネージャ

ー

②原子力防災要員

良 特になし

負傷者の状況を整理す

る「緊急連絡票」の構成

が外部にはわかりにくい

ことが確認できたため、

当該連絡票の構成見直し

を検討する。

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

管理区域内で汚染ありの負傷者が発生したことを想定（原安協が

作成した訓練シナリオ「使用済燃料貯蔵プール転落による負傷者発

生（汚染あり）」で対応）し、救護隊による負傷者搬出、汚染サー

ベイ、汚染除去及び応急処置等の対応を実施した。

また、訓練においては、原安協や医療機関（敦賀病院）に評価、

助言をいただいた。

（４）全交流電源喪失対応訓練（実施回数：４６回、参加人数：延べ１８８名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

電源確保対応訓練（実施回数：１７回、参加人数：延べ１１７名） ①保修室電気・制御グループマネ

ージャー

②電源確保要員

良 特になし

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

全交流電源喪失を想定した緊急時安全対策について、原子力防災要

員による各種対応資機材の配置・操作等、手順の確認を実施した。

水源確保対応訓練（実施回数：２９回、参加人数：延べ７１名）

①安全・防災室安全・防災グルー

プマネージャー

②水源確保要員

良

現場作業中に地震等

で作業を中断した後の

再開に関する確認事項

を指揮者の対応チェッ

クシートに反映した。

訓練での検証を実施

し、改善が有効である

ことを確認した。

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

全交流電源喪失及び使用済燃料プール除熱機能喪失事象の発生に

より、水源確保対応が必要になったことを想定し、原子力防災要員

による各種対応資機材の配置・操作等、手順の確認を実施した。 添
付
資
料



防災訓練（要素訓練）の概要

【本店】

（５）その他必要と認められる訓練

①原子力事業所災害対策支援拠点運営訓練（実施回数：２回（９／２５：敦賀地区、２／２７：東海地区）、参加人数：延べ２６名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練

①発電管理室警備・防災グループ

マネージャー

②本店各室員

良

原子力事業所災害対策

支援拠点資機材の倉庫を

拡充し、資機材運搬を実

施しやすいよう改善を図

った。（敦賀地区）

また、資機材名称を明

記したレイアウト写真を

マニュアルに反映した。

（敦賀・東海地区）

過去に訓練実施経験の

ない拠点候補場所（松島

寮）で訓練を実施したこ

とで、以下の課題を抽出

したためマニュアルを修

正する。

・松島寮における拠点設

営時の標準レイアウト

をマニュアルに反映す

る必要がある。

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

発電所での原災法第１０条該当事象等の発生を想定し、原子

力事業所災害対策支援拠点の拠点設営として、資機材・資料の

運搬、設置等の実動訓練を実施した。

なお、敦賀地区で実施した訓練においては、「原子力防災に

係る中期計画」に基づき、過去に訓練実施経験のない拠点候補

場所（松島寮）で訓練を実施した。

②本部運営訓練（実施回数：１２回、参加人数：延べ５７４名）

概 要
実施体制

（①実施責任者、②実施担当者）

評価

結果

当該期間中

の改善点

今後の原子力災害対策

に向けた改善点

本部運営訓練

①発電管理室警備・防災グループ

マネージャー

②本店総合災害対策本部員

良

本店本部要員に傾聴を

促すための電子ホイッス

ルを配備した。

今後も継続して訓練を

行い、要員の力量向上を

図る。

発電所での原災法第１０条該当事象等の発生を想定し、本店

本部の設置運営として、要員の参集から発電所支援活動の実施

及び発電所情報の収集活動を実施した。

以 上

添
付
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